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【研究ノート】 

組織社会化に関する研究動向 

―組織の構造改革に関する調査に向けて― 

 

奥薗 淳二 

 

 

１ 序論 

個人がその所属する組織の価値や規範、態度、知識など、当該組織の構

成員となるために必要な素養を獲得するプロセスは組織社会化と呼ばれる

(Chao et al.1994:730; Van Maanen and Schein, 1977:4-7, 11)。本稿に

おいては、特に組織社会化の前提として注目されてきた個人の「アンラー

ニング」に注目し、この現象が、個人を対象としたサーベイ調査によって、

どのように量的に観察されてきたのか検討していくこととする。 

組織社会化は、経営学等の分野において研究が進められてきただけでな

く、組織における重要関心事であることから、「社会化」という言葉が用い

られるかは別として、ビジネス書のテーマとなることも多い。これらにお

いて、「教育すること」の目的は、個人の知識、スキルを高めることによっ

て組織そのものの生産性を高めたり、仕事に愛着をもたせることによって

従業員の定着を図ったりといったように、組織社会化のエッセンスに位置

づけられるものと近い議論が数多く見られる。 

こうしたビジネス書と経営学における組織社会化との相違は、方法論の

ちがいであろう。前者が著者の思いや経験、伝聞によって記述されている

のに対し、後者は理論的考察または方法論的検討に基づいてなされた観察

をもとに記述されている。 

組織社会化という営みやプロセス、その結果について客観的かつ正確に

観察し、どの組織にも適用可能な理論を構築することは困難と言わざるを

得ない。なぜなら、組織文化、すなわち、長きにわたって形成されてきた
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特殊な用語やイデオロギー、仕事の判断基準や、上司部下や外部関係者と

どのように関わるべきかなどの経験則や価値基準によって構成されるもの

(e.g.Van Maanen and Schein, 1977:1)に根ざした組織の価値や規範、態

度、知識などを獲得することを観察するには、その構成員の属する組織の

組織文化を把握するための方法も検討せざるを得ないからである。そこで、

本稿では、海軍から分離して非軍事組織となって約 20 年が経過したフィ

リピンコーストガード（以下、ＰＣＧという。）職員を対象とした組織社会

化に関するサーベイ調査を実施することを想定して理論的検討を行ってい

く。 

このため、まずは第二章において、ＰＣＧの職員を対象としたサーベイ

調査が組織社会化研究においてどのような意味を持つのかを論じる。次に

第 3章では、組織社会化研究における「組織」とは何かについて改めて検

討する。第 4章においては、組織社会化プロセスにおいて重要な要素であ

る組織文化と組織社会化との関係について議論する。第 5章においては、

組織社会化プロセスの担い手である組織そのものが変化することを説明し、

組織文化の変化に直面したその構成員は文化の変化を受け入れるため、こ

れまで自分が学習してきたことを捨て去ることが必要となってくることを

述べる。こうしたアンラーニングと言われる現象は、転職や転籍に伴うも

のが多く研究されているが、特に本稿では、組織の構成員は転職も転籍も

していないのにアンラーニングが求められるほどの組織文化の変化に直面

しうることを論じる。そして、第 6章において、サーベイデータを用いた

研究において、アンラーニングという現象がどのように観察されてきたの

かを論じる。 

 

２ 組織社会化研究の事例としてのＰＣＧ 

ＰＣＧは、主として海上交通の安全確保を任務として 1901 年に設立さ

れた政府組織であり、様々な曲折を経て、1967 年、海軍の下部組織として

位置づけられることとなった。海軍時代のＰＣＧは航路標識の維持管理、

海上における人命財産の保護、法執行等、今日のＰＣＧとほぼ同様の海軍

とは異なる専門性が要求される任務を与えられており、ＰＣＧと海軍本体
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とでは業務の内容が本質的に異なることは組織的にも認識されていた。こ

のため、軍人がＰＣＧの業務に関する試験にパスすれば Coast Guard 

Eligibility Badge が与えられ、着用することが認められた(Okuzono and 

Matsumoto, 2018:92)。他方、人事について、ＰＣＧはあくまでも海軍の一

部署として取り扱われた。その結果、海軍の軍人が一つの勤務先としてＰ

ＣＧに配属され、人事異動にともなって軍人は海軍本体とＰＣＧを行き来

した。こうした任用形態であることから、幹部を含むＰＣＧの士官に任用

される軍人が必ずしもCoast Guard Eligibility Badge保有者とは限らず、

コーストガードの専門性は必ずしも確保されなかったと言われている

(Philippine Coast Guard, 2003:1)。 

海軍の一部であったＰＣＧが転機を迎えたのが、1998年の運輸通信省へ

の移管であった。当時のＰＣＧ職員は海軍に戻れない片道切符でＰＣＧに

残留するか、海軍に戻るかを選択することとなった(Okuzono and 

Matsumoto, 2018; 永山, 2000)。その結果、ＰＣＧは独自の職員に対して、

独自にデザインした教育を施し、自律的な人事で職員の組織社会化を促す

ことが可能となり、コーストガードとしての組織文化を醸成する土壌が完

成することとなった。 

だが、制度的な組織構造上の土壌が完成したとしても、そこに非軍事組

織のコーストガードが根付いたと言えるかは別の問題である。なぜなら、

ＰＣＧの職員には以下のような多様性があり、それが非軍事組織としての

組織社会化にどの程度の影響を及ぼしているかが未知数だからである。 

① ＰＣＧは組織としては、これまで海軍の一部としての文化と決別する

ことを選んだ。 

② 1998 年以後、ＰＣＧに在籍した元軍人は、自らの意思で、新たにつく

られたノンミリタリーのＰＣＧに移ることを選択した。 

③ 移管以後、軍人出身職員とそうでない職員とが混在することとなり、

年々非軍人出身職員の比率が高まった。ただし、Philippine Military 

Academy の卒業生もＰＣＧに就職している。 

④ ＰＣＧのベテラン職員や幹部層は旧軍人であり、海軍において長らく

社会化されてきた。彼らは、立場的には新しいＰＣＧの組織文化形成
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の推進者となり得るが、真の意味で軍人であることをやめられていた

のかは不明である。また、例えば山根(2014)が指摘するように、フィ

リピン政治における軍の影響力はフィリピン研究において指摘され

ており、軍と政治の相互依存関係により、閣僚級や政府系企業のトッ

プをはじめとした政府関係組織の人事に軍は強い影響力を持ってい

る。特に、Philippine Military Academy の同窓会システムがこうし

た関係を媒介する一つ柱となっている。ＰＣＧにおいても、歴代幹部

の多くは Philippine Military Academy の卒業生で占められている。

このようなことから、軍人出身のＰＣＧ幹部の選好は軍人としてのア

イデンティティや軍人ネットワークを維持することにあるとみるべ

き要素もある。 

このように、ＰＣＧの制度的変化だけでなく、その職員に目を向けると、

組織改革が組織変化に直結したという仮説は、検証されるべきであること

がみえてくる。本稿は、この仮説を検証するための一つのステップとして、

こうした特徴を有するＰＣＧ職員が組織の変化を受け入れ、再社会化して

いくプロセスを研究するための理論的背景となるものである。 

 

３ 組織文化と組織社会化 

Saks and Ashforth (1997)は、組織社会化が主として学習プロセスであ

ると定義されていることを前提に、それまでの組織社会化研究の統合モデ

ルを提示した。つまり、社会化の文脈、社会化の戦術、情報、受け手に関

する変数が、社会化プロセスに作用し、個人のスキルや組織に対する適合

性の向上だけでなく、彼らの社会的アイデンティティやモチベーションの

ような心理にも影響を及ぼす、というのである。そしてそうした個人の変

化が組織文化の強化や職員の定着、能率の向上に結びつくことから、個人

と組織は相互に影響し合うことを論じたのである(他に、Reichers, 1987

などがある)。 

このモデルの含意を検討すると、組織社会化プロセスを観察するために

は、少なくとも以下２つの点に留意が必要である。 

第 1に、個人が組織に属することなり、あるいはそれに準じた環境に置
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かれ、組織の社会化戦術に基づく社会化プロセスが始まったとき、これま

で個人が重視、獲得してきた「必要な価値や規範、態度、知識など」と、

組織が重視し、獲得してほしいと考えている「必要な価値や規範、態度、

知識など」とにどのような違いがあったのかという点である。何にどこま

での均質性を求めるのかは組織によって異なるであろうが、上述の多様性

を修正することを組織が望んだとき、組織の社会化戦術にそれが反映され

ることが考えられる。 

組織による社会化の仕掛け（社会化戦術）だけでなく、構成員に関する

変数（受け手のバックグラウンド、信念、個性等）も社会化プロセスに影

響するとすれば、実際には個人が組織に参入する前から、個人の社会化プ

ロセスはすでに始まっていると見ることもできる。例えば、医師や看護師

を目指す者は、ほとんどの国において高等教育の段階からすでに社会化の

プロセスに置かれるよう教育制度が設計されている。また、そうした制度

的な卒前の社会化プロセスがなくとも、例えば軍人や警察官、教師を目指

す者は組織の構成員としてというよりも、当該専門職業人として、何が「必

要な価値や規範、態度、知識など」といえるか自ら考え、それを得ようと、

組織に属する前から何らかの学習を始めている可能性がある。それ以前に、

個人が当該専門職業人を目指すと決めるプロセスすら組織社会化に影響し

ているかもしれない。個人にとって、組織よりも職業の方がより上位の存

在であるとしたら、社会化プロセスにおける組織の重要性は相対的に下が

ることとなる。 

このように、社会化プロセスを組織が完全にコントロールすることは不

可能であろう。個人が所属する組織の考える「必要な価値や規範、態度、

知識など」と、個人がこれまでに身につけてきた「必要な価値や規範、態

度、知識など」とにはギャップがある。 

こうしたギャップの程度や性質は組織の構成員ごと異なることから、組

織文化の解釈や、社会化の内容、ひいてはアイデンティティにも多様性が

生じることとなるだろう。 

第 2に、新たな組織文化との出会いが組織社会化プロセスに与える影響

は一様ではないということである。 
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ローカルな文化が形成された組織の中に、何の文脈も共有していない個

人が参入し、何らかの形でなじんでゆく。そうした変化を捉えやすいから

こそ、組織社会化研究において一大勢力といえるのは新規参入者を対象と

した研究なのであろう(e.g.Allen, 2006; Cooper‐Thomas and Anderson, 

2002; Griffin et al., 2000; Ostroff and Kozlowski, 1992, 1993; 尾

形, 2012)。 

ここにいう、新規参入者には、いわゆる新卒での新入社員だけでなく、

中途採用での新規参入者も含まれるのだが、この両者の組織社会化には違

いがあるといわれている(尾形, 2018:50)。中原 (2017)などは、後者の組

織社会化を特に組織再社会化と呼び、組織再社会化の特徴、つまり、ある

組織においてすでに社会化された個人が、別の組織における組織社会化の

プロセスを通り直すときの特徴を明らかにしている。これによると、中途

採用者の前職と現職とが同職種の人の方が、そうでない人よりも「学習棄

却課題」に直面する傾向にある。中途採用者が前職において培ってきたノ

ウハウや経験が現職の組織文化になじまない場合、それがかえって足かせ

となることがあるというのである。すなわち組織再社会化には、これまで

培ってきたノウハウや経験を個人が捨てる、あるいは組織が個人に捨てさ

せる学習棄却、いわゆるアンラーニングといわれるプロセスが含まれざる

を得ないのである(中原, 2017; 尾形, 2018:50) 1)。 

このように、組織再社会化という概念の登場は、組織社会化という現象

における組織文化の重要性を浮き彫りにしている。 

上述の研究は、個人が新たな組織に参入するという意思決定をすること

によって始まる組織社会化を対象としている。しかし、ＰＣＧに残留する

意思決定はこれとは若干性質を異にする。ＰＣＧ職員たちは、変化した後

のＰＣＧに残ることを決めているが、積極的に変化を受け入れているとは

限らない。つまり、新規参入とは異なり、非能動的な意思決定によって組

織文化の変化を受け入れた構成員が一部存在している可能性がある。組織

再社会化に当たり、彼らは中途採用者と同じような葛藤を抱え、同じよう

                      
1) これがどのようにして測定されたかについては、後述。 
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にアンラーニングを経て新たな文化になじんでいくのだろうか。それとも、

組織の側が変化したことによって再社会化を迫られるプロセスは中途採用

者のそれとは異なるのであろうか。 

 

４ 「組織」とは何か 

（１）組織と職業 

組織社会化の議論において、複雑な問題となりうるのが、個人のアイデ

ンティティが組織にあるのか職業にあるのかということであろう(村上, 

2018:42)。 

Schein (1996)は、例えば専門職のような組織内に存在する個人それぞ

れの属性やそれに基づく文化の違いが、組織の学習において障壁となり得

ることを論じている。医師や看護師、弁護士など、業務の遂行に当たって

高い専門性が必要とされる職業に就く個人のアイデンティティは組織に対

するものではなく、職業に対するものである可能性が示唆されている。こ

のため、専門職業人は彼らの専門性の背景にあるコミュニティにおいて重

視される「必要な価値や規範、態度、知識など」を重視するため、組織の

変化を受け入れにくいと言うのである。 

しかし、逆に専門性が組織文化の違いを乗り越える足がかりとして機能

している例も見られる。例えば、小西 et al.(2014)は看護師の組織社会化

に関する研究だが、実際のインタビュー調査においては、組織ではなく職

業を意識した発言が見られた2)。具体的には、ある看護師が病院を移り、新

しい職場の業務手順や考え方になじんでいくプロセスにおいて、これまで

自分が学んできたやり方やポリシーを譲歩することにした。このとき、こ

の看護師は、「システムや手順の違いはあっても、根底にある看護の基本は

変わらないものだ」と認識して、「折り合いつけ」ている。専門性を基盤に

して新たな組織文化を受容するということがありうるのである(小西 et 

al., 2014:30-31)。 

                      
2) 具体的には、「書類上のこととかこの病院のシステムをしっかり教えていただけれ

ば，それ以外はまぁ施設変わっても看護は同じかなと思うんで」という発言であった

(小西 et al., 2014:32)。 
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上述のＰＣＧ職員に関して言えば、1998 年の運輸通信省への移管にあた

り、軍人だったＰＣＧ職員はＰＣＧという組織の一員であるというラベル

は維持しつつ、より上位の「軍人」としてのラベルを失う。軍人であると

いうことに対するアイデンティティの内容やその大きさには個人差はある

であろうが、軍人のアイデンティティそのものや「軍人であること」の重

要性を前提とした社会学的研究は数多く存在していることには意味がある

と考えるべきであろう(e.g. Akerlof and Kranton, 2005)。軍人であるこ

とをやめてＰＣＧに残ることを選択した個人は、「軍人であること」よりも

下位組織であるコーストガードにアイデンティティを感じていたのか、そ

れとも別に理由があったのだろうか。仮にアイデンティティを感じていな

かったとすれば、その後コーストガードにアイデンティティを感じるよう

になるのか、そのきっかけは何か、組織はそれを意図的に与えることに成

功しているのであろうか。 

（２）下位組織の重要性 

組織文化が「長きにわたって形成されてきた特殊な用語やイデオロギー、

仕事の判断基準や、上司部下や外部関係者とどのように関わるべきかなど

の経験則や価値基準によって構成されるもの」だとするならば、組織とは

必ずしも会社や省庁のような単位ではなく、部や課といった下位組織のこ

ともあれば、インフォーマルなグループのこともあり得る。加護野 

(1982:91-92)は、組織内部にも部門間のコンフリクトがあることを前提と

して、公式な組織以上に内部のインフォーマルなグループや下位文化が重

要であることを論じている。 

ある組織文化に基づいた組織社会化が進展すれば、個人と当該組織との

結びつきは強くなることだろう。この過程で、「その組織に属するというこ

と」や、「その職に就いているということ」が個人のアイデンティティの一

部を形成することがあり得る。こうした現象にまで視野を広げたとき、個

人の帰属意識がどこにあるかは重要である。 

特に、組織全体とその下位組織を想定したとき、下位組織の組織文化間

に相違があることは十分に起こりうる。こうした組織内組織の文化の不一

致の程度、その不一致が組織全体にどのような影響を及ぼしており、組織
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全体としてその不一致にどのように対処しようとしているのかが、構成員

の認識する組織文化や組織社会化に大きく影響している可能性がある。 

こうした観点から、誰がどのレベルの組織文化に基づいて組織社会化戦

術を組み立てているか、組織社会化過程において個人は誰とどの程度接触

しているかなど、下位組織を意識した調査が必要となることがあり得るこ

とには留意が必要である(加護野, 1982:96)。 

 

５ 組織文化の変化による個人のアンラーニングに関する研究 

（１） 組織の変化 

前章において、中途採用者がこれまでの組織を離れ、別の組織に新規参

入する場合、社会化のプロセスが新卒の新規参入者とは異なることがあり

得ることを論じた。他方、組織が経営環境の変化等にさらされ、既存の組

織文化を大きく変容させざるを得ない局面に至った場合、組織を構成して

いる個人の大多数がその文化を受容し、再社会化を迫られることもあるだ

ろう。 

近年、日本においても企業の M&A が活発化しており、1990 年代において

は年間 1000 件を下回っていた M&A が 1999 年以降、急激に増大し、2018 年

には年間 4000 件近い数に膨れ上がっている3)。このすべてで経営方針がド

ラスティックに変化するわけではないであろうが、新しい経営体による評

価や変化する外部環境にさらされ、組織文化、すなわち長きにわたって形

成されてきた特殊な用語やイデオロギー、仕事の判断基準や、上司部下や

外部関係者とどのように関わるべきかなどの経験則や価値基準によって構

成されるものが、場合によっては変化を要求されることはあるだろう。 

（２）行政組織の改革と変化？ 

こうした変化は行政においても起こりうる。 

戦後、安定していた日本の府省は、2001 年の中央省庁の再編にあたり、

大きな変化を迫られた。例えば、北海道開発庁、国土庁、建設省、運輸省

の 4省庁が国土交通省に、厚生省と労働省が厚生労働省に、そして総務庁、

                      
3) 詳細のデータについては、MARR Online ウエブページ

https://www.marr.jp/genre/graphdemiru を参照のこと。 
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郵政省、自治省が総務省に統合されるなど、行政機関の数を半減させると

いう経営統合的な大改革が行われたのである。これに対し、真渕 (2009)は

真の行政の変化は必ずしも改革によるものではないことから、「改革なき変

化」でありうる一方、中央省庁再編は「変化なき改革」であり、統合は融

合ではなかったことを指摘する。なぜなら、中央省庁再編を政策単位であ

る局や課の単位で見ると、ほとんどが旧省からの横滑りであり、下位組織

の統合は促されなかったからである。この原因として、城山・細野

(2002:389)が指摘したのが、組織文化の違いであった。 

これに対し、この時期の行政のドラスティックな変化を指摘するのが、

政官関係の変化を指摘する諸研究である(e.g.真渕, 1997; 村松, 2010)。

これらの研究によれば、変化したのは組織ではなく、政治と官僚制の関係

である。この変化は、府省すべてを内包する日本の行政組織における官僚

制と政治との関係性という組織レベルよりもマクロのレベルでの変化であ

るとともに、個々の官僚と個々の政治家というミクロの変化とも言える。

官僚たちは、他のアクターや外部環境の変化に伴って政治や業界との関係

を見直さざるを得なくなった。それに伴って、組織内での管理や仕事のあ

りよう、情報伝達経路も変化してきた(曽我, 2006)。制度的な組織構造の

変化がなくとも、組織文化はドラスティックに変容することがありうるの

である。そのような意味では、組織の変化をどのように定義づけ、具体的

にそれをどのように捉えるのかは課題となりうるとともに、個人が組織の

変化をどう認識しており、これに対応しようとしているのかもまた、研究

課題となり得るだろう。そして、その前段階にあるのが、すでに通用しな

くなった経験、過去の組織文化を捨て去る「アンラーニング」ということ

になるのである。 

ＰＣＧを例に取れば、1998 年の海軍からの分離と運輸通信省への移管は、

確かに「改革」ではあるが、「変化」といえるのかは別問題であろう。1998

年のＰＣＧの改革は、海軍にあったＰＣＧをそのまままるごと運輸通信省

に移管したものであり、下位組織の再編がなされたわけでも、任務が見直

されたわけでもない。要職に就いたのは海軍で組織化されたベテラン軍人

であった。このような状況にあって、日本の海上保安庁からの政策移転の
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影響を受けつつ(Okuzono & Matsumoto, 2018)、組織文化がどのように変

化し、個人がそれにどのように応えてきたのか。こうした組織社会化プロ

セスを観察することが、変化をとらえることにつながるだろう。 

（３）組織が変化した場合における個人のアンラーニング 

個人がこれまでの組織と異なる組織に転籍する場合、アンラーニングと

いう課題を抱えるのは主として転籍した個人であろう。他方、明示的な改

革による変化にせよ、そうでない変化にせよ、組織そのものが大きく変化

したとき、そこで働く個人はもちろんのこと、組織自体が組織文化のアン

ラーニングを迫られることになる。 

Windeknecht and Delahaye (2004)は、個人のアンラーニングと、組織の

アンラーニング両者を統合したモデルを提示した。すなわち、組織レベル

の学習とアンラーニング、そして個人レベルの学習とアンラーニングにお

いて、いくつもの要因が同時並行的に影響を及ぼし、組織レベルの学習と

アンラーニング及び個人レベルの学習とアンラーニングも相互に影響し合

うというのである。このモデルにおける要因は、K. L. Becker (2005) に

より細かく定義されることとなった。これを単純化し、個人レベルでの学

習とアンラーニングに影響する要因と、組織レベルでの学習とアンラーニ

ングに影響する要因をまとめたのが、表 1である。 

表 1 個人と組織のアンラーニングモデル（Windeknecht and Delahaye 

(2004)） 

この表における個人が得た形式知や暗黙知は、学習やアンラーニングの

対象であるだけではなく、学習やアンラーニングに影響する要因として機

                      
4) Windeknecht and Delahaye (2004)においては、”Inert Knowledge”とされてい

る。直訳すれば不活性知となるが、K. L. Becker (2005) は、このモデルにおける 

“Inert Knowledge” につき、組織的な政策や手続き、経営システムなどの文書に見

られる知識としている。これを本稿では「制度」と表現した。 

 個人レベル 組織レベル 

明示的情報 形式知 制度4) 

非明示的情報 暗黙知 組織の記憶 

慣習 個人の価値判断基準 組織文化 
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能するものであることには注意が必要である。すなわち、人はこれまで得

た知識と相反する情報を得たとき、これまで得た知識を守るために、新し

い情報の方を否定することが報告されている (Becker, 2005: 662-664)。

それは、組織のレベルにおいても言えることであり、一度制度などの体系

ができてしまえば、仮にそれが不合理だと後にわかっても、それを変化さ

せることは簡単でないことは、政治学や経済学においても指摘されている

(Liebowitz and Margolis, 1995; Pierson, 2000 など)。 

こうした困難にもかかわらず、インクレメンタルにせよ、急激にせよ、

これらの要因を超えて個人も組織も環境に合わせて変化している。その変

化の一部にアンラーニングがあるという仮説は十分に成り立つであろう。 

例えば、組織のアンラーニングにおいて、新たな環境における個人の再

社会化がエンジンとして機能しているという報告がある(安藤 and 杉原, 

2011)。この研究は、大規模なアンラーニングが必要となったとき、組織は

どのようなメカニズムでそれを達成するのかを明らかにしようとしたもの

である。その結果、各階層の個人のアンラーニングの足並みがそろったと

き、組織のアンラーニングが進むこと、そして、組織のアンラーニングの

中核的な主体は一定ではなく、トップ、ミドル、一般職員がそれぞれ役割

を果たしうるし、それぞれがブレーキにもアクセルにもなり得ることを指

摘している。こうした結論は一つの組織にフォーカスし、ほぼリアルタイ

ムに数多くのアクターに聞き取り調査を実施したことによって、状況の推

移を刻々と観察したからこそ、組織内のアクター間の関係性の変化を追跡

することに成功している。 

Saks and Ashforth (1997)は、実験と時系列分析の強みを強調するのに

対し、クロスセクション分析や個人のナラティブ分析では社会化の動態を

うまく捉えることができないという弱みがあることを指摘している。しか

し、こうした時系列の変化を捉え、アンラーニングの発生メカニズムを明

らかにした研究の存在は、参与観察に近い時系列の綿密なケーススタディ

には、社会化プロセスを活き活きと描き出す力があることを示している。 

逆に、加護野 (1982)は、ホーソン実験を例示しつつ、行動の観察を通じ

て、下位文化も含む複合的な組織における価値や規範を把握することは、
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観察範囲の制約から困難であることを指摘している。また、参与観察や時

系列データの強みは個人や組織の変化を観察できることにあるものの、

Selection Bias の問題がついて回る。つまり、研究者が自分の意図する結

論がでることを期待して、対象者や事例を選択するということが起こりや

すい。参与観察や事例研究はクロスセクションデータに比べて観察の数が

少なくならざるを得ないため、Selection Bias が観察結果やその解釈に与

える影響は大きくなってしまう。 

また、本稿が意図する 1998 年に発生したＰＣＧ改革における個人と組

織の観察において、今更 1998 年に戻ることはできない。改革後 20年とい

う時間が経過した今となっては、集められるデータに限界がある。だとす

れば、それに合わせた観察のあり方を検討せざるを得ない。その一つの手

段として、クロスセクションデータに意味を見いだすことはできないであ

ろうか。 

 

６ クロスセクションデータによるアンラーニング研究 

（１）クロスセクションデータの役割 

Hislop, Bosley, Coombs, and Holland (2014)は、2000 年から 2012 年

までのアンラーニング研究をとりまとめ、それぞれの研究におけるアンラ

ーニングの定義、組織、チーム、個人のどのレベルのアンラーニングにフ

ォーカスしているのか、研究のトピック、どのようなデータに基づく研究

なのかを表 2のような形式にまとめている (Hislop et al., 2014) 5)。 

                      
5) Hislop et al. (2014:table 1& table2)より筆者作成。なお、筆者の加筆修正内容

は以下の通りである。第1に、Martin (2011)及び Zahra, Abdelgawad, and Tsang 

(2011)が当該表から漏れていたため、筆者がHislop et al. (2014:table 1)を補強し

た。第2に、K. Becker, Hyland, and Acutt (2006)については個人のアンラーニング

と組織のアンラーニングの両方を、Navarro and Moya (2005)と Mavin, Bryans, and 

Waring (2004)については個人のアンラーニングとグループ/チームのアンラーニング

の両方を対象としているため表２ではカウントしていない。 
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ここから示されるのは、方法論として一般的なのはサーベイデータによ

る研究であることが見て取れるとともに、組織のアンラーニングも個人の

アンラーニングも同程度の件数の研究が見られることである。これに対し、

質的研究については、組織のアンラーニングや下位組織のアンラーニング

の研究はあまり実施されていないようにみえる。Hislop et al. (2014) が

必ずしもすべてのアンラーニング研究を網羅しているとは限らないが、サ

ーベイデータが一定の役割を果たしてきたことは事実である。 

（２）調査票による調査のための操作化 

本節では、個人及び組織におけるアンラーニングとそれに関する重要概

念が、調査票による調査においてどのように操作化されてきたのかをみて

いく。 

まず、組織再社会化における課題として個人のアンラーニングが重要で

あることを指摘した中原(2017)においては、中途採用者が直面する学習課

題について明らかにするために 54 の質問項目を設定している。これに対

する因子分析によって、学習棄却課題と命名された因子を含んでいたのが、

以下の 4つの質問であった(中原, 2017:407-408)。 

 「現在の職場では通用しない「以前の職場での知識・スキル」

を捨て去ることができなかった。」 

 「現在の職場では通用しない「過去の経験」を捨て去ることが

できなかった。」 

 「現在の職場では通用しない「以前の職場での仕事のやり方」

表 2 Hislop et al. (2014)にみる 2000 年から 2011 年にかけ

ての先行研究の対象と方法 

Survey Qualitative Theoretical

Individual
Unlearning

6 5 2

Team
Unlearning

3 0 0

Organizational
Unlearning

5 2 8
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を捨て去ることができなかった。」 

 「過去の職場でつちかった仕事の信念が現在の職場で通用せ

ず困惑した。」 

他方、チームのアンラーニングが発生するメカニズムとアンラーニング

の帰結を構造方程式モデルによって総合的に解析したのが Akgün et al. 

(2006)である。彼らは、アンラーニングの有無を直接質問によって観察し

たのではなく、「チームの考えの変化」と「ルーチンの変化」を質問するこ

とによって、アンラーニングという潜在変数を導き出した。環境の変化と

それに伴うチームの不安、チームに生じた危機がチームのアンラーニング

を促し、アンラーニングの結果として、チームは新たな情報や知識を受容

し、それを新製品の開発に活用することが示された。Matsuo (2017)はこれ

を個人のアンラーニングの観察に応用している。すなわち、Akgün et al. 

(2006)と同様、考えの変化とルーチンの変化について5件法を用いて観察

したのである。具体的には、以下の事柄について、回答者が Strongly 

Disagree から Strongly Agree のいずれかを選ぶ問いかけをしたのであっ

た(Matsuo, 2017:9)。 

 技術革新、外部環境、顧客の需要のそれぞれに関する考えの変

化 

 ルーチン、すなわち、仕事の方法や手続き、情報収集と情報共

有の方法、意思決定過程と方法それぞれに関する変化 

観察方法としての両者の違いはそれほど大きくない。すなわち、個人が

所属する組織をとりまく環境の変化と、組織文化の変化の両方を受容する

ため、過去の経験や考え、認識を改めることができたかを、それぞれの関

心に合わせた形で質問が構成されているからである。その意味では、個人

が属する組織が組織 Aから組織 Bに移る状況であっても、個人が属する組

織が改革され組織 A が組織 A’に変わる状況であっても、質問票を用いた

観察の仕方に大きな違いはないように考えられる。 

問題は、組織文化の部分である。「現在の職場」が何を指すのかは回答者

によって異なるからである。中原(2017)の研究目的の場合、回答者にとっ

ての「組織」が具体的に何を指すかを特定する必要はないため、上述のよ
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うな設計となっていたものと考えられる。しかし、下位組織の重要性や個

人が何にアイデンティティを感じているかなど、第 3章において議論した

下位組織や職業、専門性のような事柄がクローズアップされるような問に

向き合う場合には、問いかけに工夫が必要と考えられる。 

 

７ まとめにかえて 

調査票による調査には、どうしても、いわゆる Social Desirability Bias

の問題がついて回る。つまり、回答者は自分の思いに反して、社会的に望

ましいと考えられる選択肢を選ぶことが起こりうるし、それが因果関係を

過大評価させる原因となり得る(e.g.Karp and Brockington, 2005)。これ

を予防したり、妥当な解釈をしたりするための工夫についても研究は進め

られているが(e.g.Fisher, 1993; King and Bruner, 2000)、バイアスを

完全に回避することは困難と言わざるを得ない。 

逆に、参与観察や事例研究のような時系列データやナラティブによる質

的研究にも欠点がないわけではない。個人と組織との関わり合いを説明す

るために様々な方法論が切磋琢磨している状況にあるのは、他の社会科学

と同じなのであろう。どちらにも欠点があるからこそ、様々な事例、様々

な対象、様々な方法による蓄積が求められる。サーベイを用いなければ観

察できない現象、明らかにできない理論があるとするならば、挑戦する価

値はあるはずである。 
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